
【ＤＯ（実施）】
後期基本計画（令和３年度～令和７年度）における数値目標

施策経費

施策の概要（細施策）

令和 5 年度 施策評価表

施策担当部 産業振興部 部長 浦山　優
施策担当課 企業誘致課 課長 田中　晃成

Ｒ３目標値Ｒ４目標値Ｒ５目標値Ｒ６目標値Ｒ７目標値 Ｒ４年度

Ｒ３実績値Ｒ４実績値Ｒ５実績値Ｒ６実績値Ｒ７実績値 達成率 進捗率

100 300 600 800 1,000

10 24

施策達成状況の説明

Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度
決算 予算 見込

事業費 772,919 573,654 260,528

国庫支出金 0 0 0

県支出金 251 187 0

地方債 0 0 0

その他 50 50 51

一般財源 772,618 573,417 260,477

人件費 26,392 27,469 ─

フルコスト 799,311 601,123 ─

施策 1501 企業誘致活動の強化

施策の方針 　関係機関と連携して、市の優遇制度を活用しながら、積極的な企業誘致を行う。

関連する
SDGsの
ゴール

指標名 単位
基準値
（Ｒ１）

① 新たな企業誘致による雇用創出者数 人 ─ 8.0% 2.4%

②

③

④

⑤

（単位:千円） 特記事項

内
訳

150101
「第２大村ハイテクパー
ク」の早期完売

　本市の産業振興や雇用拡大を図るため、「第２大村ハイテクパーク」の早期完売を目指
します。

150102 企業誘致活動の強化
　長崎県産業振興財団や県と連携を図るとともに、市の優遇制度を活用しながら、「第２
大村ハイテクパーク」や新大村駅周辺などへ、企業誘致を積極的に進めます。
　また、企業が利用できる土地情報を調査・整理し、企業誘致活動に活用します。

　誘致企業１社がオフィスパークから第２ハイテクパークへ業務拡張のためＲ３．４に移転した際に１０名、更にＲ４年度に１４名の新規雇用創
出があった。雇用創出目標値(３００名)を達成していないが、現在も採用活動を続けている。
移転前従業員数:２９人→移転後従業員数:３９人→令和４年度末従業員数：５３名



【ＣＨＥＣＫ（評価）施策担当部長】

【ＡＣＴＩＯＮ（改善・改革）】

令和６年度新規事業

施策を達成する上での問題点・課題

　令和２年４月から本市の企業誘致をさらに強化するため、長崎県産業振興財団へ職員を派遣している。また、企業誘致活動においては、長崎県
や長崎県産業振興財団との連携を密にしながら、企業の進出情報などを収集していくことが重要である。
　第２大村ハイテクパークについては、令和４年度に佐々木商店㈱に１区画を分譲し、残り１区画への企業誘致に取り組んでいるが、工業用水道
の供給が日量５００㎥に制限されるため、製造業の中でも大量の水を必要としない限られた業態しか誘致できない状況である。
　今後も企業誘致活動を進め早期の完売に取り組むことにより、新たな雇用の創出を目指す。

上記の問題点・課題を踏まえた事務事業の改善・改革や新規事業についての考え方

　引き続き企業誘致活動を進めていくが、今後は第２ハイテクパークのほか市内へのオフィス系企業等の誘致についても強化していく必要があ
る。

令和６年度見込
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事業名 担当課 対象・事業概要など
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